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トレンド1：加速する人口減少

• 1920年（第1回国勢調査）の総人口は5,596万人、1945年の総人口は7,215万人。1
億人を超えたのは1967年。

• 日本の総人口のピークは、2008年12月の1億2,810万人であった。

• 2020年の総人口（国勢調査）は1億2,615万人であり、2015年からの5年間で約95万
人の減少。これは香川県の人口（93万人、2023年）を上回る水準。

• 2020年以降は人口減少が加速し、20～24年の4年間で約236万人の減少。これは宮城
県の人口（226万人、2023年）とほぼ同じ水準。
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出所：総務省統計局「人口推計2025年（令和7年）1月報」



急速に縮む日本の人口
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• 年々人口減少は加速。2070年の総人口（外国人含む）は8,700万人。これは現在の人口のおよそ2/3である。

1.加速する人口減少



世界の人口動向
1.加速する人口減少
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人口減少の影響を考える

• 人口の減少は数だけでなく、その年齢構造や世帯構造の変化を伴うものである。そこからは
様々な問題が生じる。

⚫経済成長と労働市場

⇒労働力人口の減少、貯蓄率低下、技術進歩の鈍化、第四次産業革命etc.

⚫社会保障制度

⇒社会保障給付の増大、財源の確保、世代間公平性、格差問題etc.

⚫社会的多様性

⇒コミュニティの維持、社会的活力の減退、ダイバーシティの確保etc.

⚫地域・都市構造

⇒一極集中、地方の高齢化、コンパクトシティ、農林水産業の維持etc.

⚫家族のありよう

⇒単身化、未婚化社会、伝統的家族規範の変貌etc.

人口構造の変化
✓ 都市圏への人口集中
✓ 地方圏での急速な高齢化
✓ 進行する単身化

人口問題への対応
✓ 労働力人口の減少
✓ 生産性上昇の必要性
✓ 社会保障制度等の改革

1.加速する人口減少
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トレンド2：一極集中の進行

• 継続する東京一極集中
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✓ 東京一極集中の傾向は過去から変わらないが、近年、一層
その速度が速まっている。

✓ 人口減少は高齢化を伴い、時間とともに地域の内在的な力
に限界が来ることも考えるべきである。

✓ 地方の、とりわけ規模の小さな市町村の人口減少は加速し、
解決困難な多くの問題（産業・雇用の維持、高齢化対応
等）に直面する。

✓ 今後、50年間で人口の1/3の人口が失われるとき、現在の
市町村がそのまま続くと考えることはできない。



人口変動の地域格差：都道府県の状況

• 都道府県の人口変動率

(1)近年になるほど都市部の人口増加率は低下し、地方の人口減少率は上昇している。

(2)都道府県ごとの変動率の格差は拡大している。→ 都道府県の変動率の標準偏差は拡大している。

→ 都市部への集中
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2.一極集中の進行



三大都市圏への集中
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参考

⚫東京圏には集積の経済のメリットがある。一方で、高い地価や長時

間通勤等の混雑現象のデメリットや自然災害のリスクもある。

⚫急速な東京圏の高齢化にどう対応すべきか、も大きな課題である。

2.一極集中の進行



東京都への集中

10

2.一極集中の進行



世界の人口集中都市（2024年）
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2.一極集中の進行



市町村の人口格差

• 市町村ごとに見ると、人口規模の小さな市町村ほど人口減少率（2015→2020）は大きい。
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出所：総務省統計局「令和２ 年国勢調査 人口等基本集計結果 結果の概要」

2.一極集中の進行



ランクサイズルールと市町村の人口

• ランクサイズルールでみても、東京（特別区）は過大である。
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ランクルール
𝑃𝑟を第𝑟位の都市の人口とし、𝑞を順位の規模弾力性（パ

レート係数）とすると 𝑃𝑟 =
𝑃1

𝑟𝑞
 が一般に成立する。

2.一極集中の進行



トレンド3： 高齢化の深化

• 日本は世界でもっとも高齢化が進んだ国
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将来人口推計（2023年推計）
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3.高齢化の深化

⚫ 出生率（TFR）の仮定は1.36（前回は1.44）

⚫ 2005年生まれの生涯未婚率は19.1％

⚫ 平均寿命は男85.89年、女91.94年（2020年は男81.58年、女87.72年）

⚫ 2070年の総人口（外国人含む）は8,700万人（前回は2065年に8,808万人、今回の2065年は9,159万
人）

⚫ 2070年の65歳以上人口の割合は38.7％、また75歳以上人口の割合は25.1％



都道府県でみた高齢化の状況
• 都道府県別に見ると、高齢化の程度は大きく異なる。
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3.高齢化の深化



若年層の人口変動

• 世代の厚みが大きく変化（1980→2000→2020年）
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3.高齢化の深化



高齢化の経済成長への影響(1)

•人口ボーナスと人口オーナス
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3.高齢化の深化



高齢化の経済成長への影響(2)

•生産性への影響
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✓ 人口規模が多いほど優れたイノベータを輩出す
るチャンスが高い。

✓ 多くの人口がいるほど知的な交流の機会が増え、
これによって技術進歩が促される。

✓ 人口規模と技術進歩の関係

①人口減少に伴う労働力人口の減少により集団的
な力が低下する効果（規模の経済喪失効果）

②若年労働力の減少により若年層が持つ創造性や
積極性が全体として乏しくなる効果（創造性喪
失効果）

③人口減少に伴い労働力以外の生産要素を相対的
に多用することでさまざまな技術が生み出され、
生産性が上昇する効果（労働力節約促進効果）

①＋②＞③？

3.高齢化の深化



高齢化と社会保障制度(1)

• 高齢化とともに社会保障給付が増加
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3.高齢化の深化



高齢化と社会保障制度(2)
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• 高齢化の深化はさらなる負担を高めることになる。

出所：財政制度審議会資料「財政総論（参考資料）」2024年10月16日

3.高齢化の深化



トレンド4：世帯・家族の縮小化
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単身化の進行

• 世帯人員の減少と単独世帯の増加が進行
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4.世帯・家族の縮小化



人口密度と一世帯当たり世帯人員

• クロスセクション（市町村）でみると、最初は人口密度が高くなると一世帯当たり人員は増加す
るが、ある程度人口密度が高まると、一世帯当たり人員は減少傾向に転じる。
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4.世帯・家族の縮小化



世帯数と住宅ストックの関係
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4.世帯・家族の縮小化

ストックではほぼ一致

フローでは変化が



トレンド5：改善しない少子化

• 少子化の背景には結婚と経済社会事情
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1. 結婚行動の変化：晩婚化・未婚化

• 女性の初婚年齢：1980年25.2歳⇒2000年27.0歳
⇒2020年29.4歳（2023年29.7歳）

• 25～29歳未婚女性の割合：1980年24.0％⇒2000
年54.0％⇒2010年60.3％⇒2020年65.8％

• 生涯未婚率（50歳時点の未婚者の比率）：1990年
男性5.6％、女性4.3％⇒2020年男性23.1％、女性
17.9％

2. 経済社会の変化

(1)子どもを持つことのコストの上昇（直接コスト＋
機会費用）

(2)女性の働き方の変化に伴う、出産と育児の両立を
可能とする社会システム・制度の不備

(3)結婚や出生などに対する価値観の変化

(4)若年層を中心とした雇用情勢の悪化（失業、非正
規就業etc.）

(5)将来に対する見通し（賃金・所得、社会環境等）



未婚化の進行と出生率

• 若年女性の未婚率は上昇傾向

• 未婚率が高い都道府県ほど出生率は低い

27

5.改善しない少子化



男女間の未婚割合の比較（都道府県）

• 最も未婚率に差があるのは福島県の16.8ポイント、次いで栃木県の16.7ポイント

• 最も未婚率の差が小さいのは福岡県の8.3ポイント、次いで鹿児島県の8.4ポイント
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5.改善しない少子化



トレンド6：グローバル化と外国人居住
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Source: OECD “International Migration Outlook 2023”

The percentage of Japan increase from 1.6% in 2012 to 2.2% in 2023, and 

the percentage od average of OECD countries increase from 11.8% in 2012 

to 14.0% in 2023.

外国人居住等の課題

✓ 社会的問題（住宅、コミュニティ、学校、納税、犯罪等）
✓ 財政的負担（生活保護、医療・介護等の負担増）
✓ 労働市場における摩擦（未熟練労働等を中心とした賃金低

下、失業率上昇等）
✓ 不法移民

社会的統合の難しさ
→宗教問題



増加する外国人人口

• コロナ禍で停滞気味であるものの、外国人人口は増加傾向
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6.グローバル化と外国人居住



都市部に集中する外国人人口

• 都市部に多く居住
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6.グローバル化と外国人居住



外国人人口と人口密度の関係

• 人口密度の高い地域ほど外国人割合は高い
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6.グローバル化と外国人居住



トレンド7：大きく変わる労働市場
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大きく変わった産業・就業構造

• 1950年以降の第3次就業者比率の推移について曲線推定（累乗近似）を行い、2040年の同比率の予測を行
うと79.5％となり、2020年からの20年間で6.1％ポイント上昇する結果となった。

• 1950年以降の「事務・技術・管理関係職業」比率を曲線推定（累乗近似）し、2040年の同比率の予測を行
うと46.1％となり、2020年からの20年間で4.4％ポイント高まると試算された。

7.大きく変わる労働市場



女性と高齢者の労働力率の推移

35

• これまで見られていた20歳代後半から30歳代前半の女性の労働力率が大きく落ち込み、いわゆる“M字カーブ”は、ワークライフバラン
スの浸透などによってほぼ見られなくなり（25～29歳の労働力率をみると1970年では45.1%、1980年では49.4%から2020年では
87.0%にまで上昇）、2020年ではほぼフラットな形状となっている。

• 1970年以降の高齢者の労働参加については、男女の差はあるものの、大きな傾向として60～64歳の労働力率は近年上昇している一方、
65歳以上の労働力率はやや低下している。1970年では60～64歳及び65歳以上の労働力率（男女計）はそれぞれ63.3％、35.0％で
あったが、50年後の2020年では74.1％、27.3％となっている。

7.大きく変わる労働市場



将来の労働力人口の試算
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• 2020年の国勢調査から20年後の2040年の労働力人口を試算するために、将来の労働力率の仮定を設定する。
仮定①：2040年における男女年齢５歳階級別労働力率は2020年と同じとする
仮定②：過去20年間（2000年以降）の労働力率の変化の変化幅の1/2が今後20年間で生じるとする
仮定③：過去20年間（2000年以降）の労働力率の変化の変化幅の1/3が今後20年間で生じるとする

• 2020年の労働力人口は6,812万人であったが、仮定①では6,016万人へと796万人の減少となる。また、仮定②では6,426万人、仮定③
では6,290万人となった。

7.大きく変わる労働市場
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労働力人口不足への対応

資料：労働政策研究・研修機構(2024)「2023年度版 労働力需給の推計」

7.大きく変わる労働市場



国勢調査の必要性とその活用について
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国勢調査の必要性と活用

• 現代社会のトレンド：人口減少・高齢化、グローバル化、地方創生、働き方改革、自然災害への備
え

• 人口総数や年齢構造の把握などから将来の経済社会の青写真を描き、年金制度や医療・介護の仕組
みの改善へと活かされます。

• グローバル化の進展に伴う外国人の方々の増加。その共生を進めていくためには国勢調査の結果が
欠かせません。

• 地方創生や東京一極集中などの問題は、新しい国土作りの最大の課題です。その最新の情報を得る
ためにも国勢調査が活用されます。

• 働き方改革を進めるには、誰がどんな仕事に就いているかということを調べなければなりません。

• 日本は自然災害の多い国です。その被害に対する備えを準備するためにも国勢調査が必要です。

• 国勢調査なしには、私たちの生活のセーフティネットを準備することも、将来のよりよい経済社会
を切り開いていくこともできないのです。
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国勢調査の役割

• 令和の時代はビッグデータの時代です。ビッグデータとして利用されるデータの多くは国勢調査を
元に作成されます。

• 企業はマーケティングや売上げ予測などに国勢調査の結果を利用できます。例えば、コンビニの店
舗やファーストフードの出店の計画に利用すれば、効率的な営業活動を進められます。これは私た
ち消費者にとっても利便性の向上につながります。

• 行政では高齢者介護施設の設置や防災計画の策定、学校の配置などに国勢調査の詳細なデータが不
可欠です。

• 国勢調査は他の調査を行う場合の調査の基盤も提供しています。厚生労働省が実施する「国民生活
基礎調査」では子どもの貧困の状況などを明らかにしています。「国民生活基礎調査」の実施にあ
たっては国勢調査の調査区が単位として利用されます。

• その他の重要な統計調査も国勢調査の結果やその調査区を利用して行われています。まさに国勢調
査は公的統計の大黒柱なのです
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国勢調査に期待しています

• ここまで考えてきた日本の経済社会の課題

• 国勢調査から得られる情報なしには“処方箋”を立案することはできません。

• 私たちが安心して暮らすためにも、次の世代に豊かな社会を残すためにも、国勢
調査の情報が欠かせません。

• だから、私は「国勢調査に期待しています」
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ご清聴ありがとうございました。
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